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（単位　円）

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 摘　　　要

55,918,663,132 54,874,123,415 1,044,539,717
繰越明許費繰越財源
　　　　　  　 223,726,761
実質収支　 820,812,956

10,991,786,599 10,516,839,122 474,947,477

92,774,092 85,719,782 7,054,310

1,140,161,716 1,114,596,832 25,564,884

9,238,996,995 8,975,911,229 263,085,766

276,379,169 253,713,368 22,665,801

36,554,003 9,696,812 26,857,191

2,372,039 81,628 2,290,411

118,165,505 111,916,713 6,248,792

21,897,190,118 21,068,475,486 828,714,632

77,815,853,250 75,942,598,901 1,873,254,349

◇ 公営企業会計方式分

予　算　額 決　算　額 予　算　額 決　算　額

収益的収入
及 び 支 出 2,486,474,000 2,515,374,350 2,336,825,000 2,236,030,200

資本的収入
及 び 支 出 538,750,000 330,314,708 1,786,434,000 1,409,905,233

収益的収入
及 び 支 出 6,082,502,000 6,037,777,264 5,562,099,000 5,414,180,656

資本的収入
及 び 支 出 3,401,494,000 2,296,567,240 5,910,020,000 4,821,656,309

収益的収入
及 び 支 出 178,152,000 167,191,049 178,587,000 166,138,908

資本的収入
及 び 支 出 0 0 0 0

平成29年度　会計別決算総括表

一　　般　　会　　計

会　　計　　別

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

太 陽 光 発 電 事 業
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特別会計（事業勘定）

国 民 健 康 保 険 事 業
特別会計（直診勘定）

管 理 会 財 産 区
特 別 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

小　　　計

霊 苑 事 業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

診 療 所 事 業
特 別 会 計

収　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　出

農業共済事
業特別会計

合　　　　　計

（単位　円）

水 道 事 業
会 計

下水道事業
会 計

会 計 別 区  分



１．一般会計決算額の推移

　① 歳　入

　　　地方交付税、諸収入、市債等が減少しているものの、財政調整基金から公共施設整備基金へ
　　70億円積替えを行ったことにより繰入金が増加し、前年度と比較し約58.7億円多い決算額とな
　　りました。

(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

447.05 500.09 489.11 496.78 523.55 515.71 497.76 515.02 500.47 559.19
額 △ 73.81 53.04 △ 10.98 7.67 26.77 △ 7.84 △ 17.95 17.26 △ 14.55 58.72
率 △ 13.0 11.9 △ 2.2 1.6 5.4 △ 1.5 △ 3.5 3.5 △ 2.8 11.7

　② 歳　出

　　　北但ごみ・汚泥処理施設整備事業に伴う北但行政事務組合への負担金が大幅に減額したものの、
　　市債元金の増額等の他、公共施設整備基金への積立を71.8億円行ったことにより、前年度から約
　　58.7億円増額となりました。

(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

438.86 488.75 480.18 485.02 513.63 505.07 488.79 504.41 487.63 548.74
額 △ 69.51 49.89 △ 8.57 4.84 28.61 △ 8.56 △ 16.28 15.62 △ 16.78 61.11
率 △ 12.7 11.4 △ 1.8 1.0 5.9 △ 1.7 △ 3.2 3.2 △ 3.3 12.5

年 度 別 歳 入 決 算 額

年 度 別 歳 出 決 算 額

年　度

歳出決算額

前年度
比　較

歳入決算額

年　度

前年度
比　較

（億円） 

（億円） 
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２．平成29年度一般会計決算

　① 歳入の状況

　　　本市の財政構造は、市税などの自主財源に比べ、地方交付税や国・県からの交付金、市債（借入金）
　　が大きな比率を占めており、例年、約63%から69%を依存財源に頼る状況です。
　　　平成29年度は、財政調整基金から公共施設整備基金への積替えのため70億円の繰入れを行ったこと
　　により、依存財源の割合は56.4%という状況になっています。

]

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

＜年度別歳入決算額と自主・依存財源比率の推移＞
(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

447.05 500.09 489.11 496.78 523.55 515.71 497.76 515.02 500.48 559.19
額 162.29 164.04 164.84 167.85 161.08 158.05 153.14 164.88 164.29 243.66
比率 36.3 32.8 33.7 33.8 30.8 30.6 30.8 32.0 32.8 43.6
額 284.76 336.05 324.27 328.93 362.47 357.66 344.62 350.14 336.19 315.53
比率 63.7 67.2 66.3 66.2 69.2 69.4 69.2 68.0 67.2 56.4

　　　　 歳入決算額の内訳《総額 559.19億円》

依存
財源

年　度

歳入決算額

自主
財源

市税, 101.24 

諸収入, 20.22 

使用料及び手数料, 

8.08 

繰越金, 12.84 

その他自主財源, 

101.28 

その他依存財源, 

21.31 県支出金, 29.14 

国庫支出金, 

 47.62 

市債, 37.14 

地方交付税, 180.32 

（億円） 

自主財源 
  43.6％ 

依存財源 
    56.4％ 



　② 歳出の内訳

　　　総務費が最も多く、民生費、公債費、土木費、教育費、衛生費、消防費、農林産業費、
　　商工費と続きました。
　　　性質別に区分すると公債費が最も多く、補助費等、積立金、人件費、扶助費、物件費、
　　普通建設事業費の順となりました。

総務費

民生費

公債費

土木費

教育費

衛生費

消防費

農林水産業費

商工費

議会費

諸支出金

災害復旧費

労働費

予備費

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

公債費

積立金

貸付金

繰出金

　　歳出決算額の内訳《548.74億円》

総務費, 132.56 

民生費, 122.79 

公債費, 85.59 

土木費, 61.71 

教育費, 52.34 

衛生費, 42.29 

消防費, 16.22 

農林水産業費, 

15.99 

商工費, 12.29 
その他, 6.96 

人件費,  

76.24 
扶助費,  

66.49 

公債費,  

86.78 

物件費,  

56.62 

維持補修費,  

2.41 

補助費等,  

82.11 
繰出金,  

34.31 

積立金,  

79.46 

貸付金,  

6.19 
投資及び出資金,  

0.15 

普通建設 

事業費,  

56.57 

災害復旧事業費,  

1.41 

歳出決算額の性質別内訳 

（億円） 

（億円） 



３．市税・地方交付税の推移

　① 市税の推移

(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6.06 0.11 0.08 0.04 0.04 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
1.13 1.08 1.01 1.11 1.17 1.24 1.33 1.38 1.31 1.32
5.13 4.86 4.90 5.58 5.56 6.17 5.97 5.85 5.71 5.44
2.07 2.09 2.11 2.10 2.13 2.18 2.20 2.23 2.58 2.67

52.40 54.90 55.08 57.11 53.97 53.05 53.50 52.02 52.09 52.01
7.59 5.43 6.49 6.64 6.25 6.79 7.04 7.39 7.05 6.84

33.71 33.87 31.13 30.43 31.73 31.95 32.23 32.53 32.63 32.54

108.09 102.34 100.79 103.03 100.86 101.38 102.27 101.41 101.39 101.24
額 △ 1.28 △ 5.75 △ 1.55 2.24 △ 2.17 0.52 0.89 △ 0.86 △ 0.02 △ 0.15
率 △ 1.3 △ 5.3 △ 1.5 2.2 △ 2.1 0.5 0.9 △ 0.8 △ 0.0 △ 0.2

　② 地方交付税等の推移

(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

171.84 179.88 186.45 189.79 190.18 195.57 190.28 190.62 184.25 180.32

10.30 14.68 17.00 16.00 14.50 13.00 15.50 10.00 13.69 13.93

182.14 194.55 203.45 205.79 204.68 208.57 205.78 200.62 197.94 194.25
額 △ 4.82 12.41 8.90 2.34 △ 1.11 3.89 △ 2.79 △ 5.16 △ 2.68 △ 3.69
率 △ 2.6 6.8 4.6 1.2 △ 0.5 1.9 △ 1.3 △ 2.5 △ 1.3 △ 1.9

税 目 別 市 税 収 入 の 推 移

固定資産税

法人市民税

都市計画税

年　度

軽自動車税

たばこ税

入湯税

前年度
比　較

計

個人市民税

前年度
比　較

市税計

年　度

臨時財政対策債

地方交付税

地 方 交 付 税 等 の 推 移
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                             （億円） 
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４．市債残高の推移

(単位 億円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1.97 2.56 3.59 4.71 4.41 3.92 3.31 0.10 0.69 0.73
645.86 623.08 599.89 577.80 558.07 537.22 521.18 507.58 491.02 479.20
169.59 180.00 173.52 166.71 158.79 152.86 146.58 139.87 131.51 125.27
645.05 628.67 600.22 578.08 613.25 630.41 622.05 620.31 617.36 573.85

1,462.48 1,434.31 1,377.20 1,327.30 1,334.52 1,324.40 1,293.13 1,267.87 1,240.59 1,179.05
額 △ 15.01 △ 28.17 △ 57.11 △ 49.90 7.22 △ 10.12 △ 31.27 △ 25.26 △ 27.28 △ 61.54
率 △ 1.0 △ 1.9 △ 4.0 △ 3.6 0.5 △ 0.8 △ 2.4 △ 2.0 △ 2.2 △ 5.0

　＜類似団体との比較＞

(単位 万円・％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

71.7 70.4 67.8 66.0 70.2 72.0 71.4 71.3 71.4 68.5
42.3 43.0 43.2 39.5 39.3 39.9 40.6 38.9 35.9 ―

額 ＋ 29.4 ＋ 27.4 ＋ 24.6 ＋ 26.5 ＋ 30.9 ＋ 32.1 ＋ 30.8 ＋ 32.4 ＋ 35.5 ―
率 169.5 163.7 156.9 167.1 178.6 180.5 175.9 183.3 198.9 ―

年 度 別 市 債 残 高 の 推 移

人口1人あたりの市債残高の類似団体との比較
（普通会計ベース）

前年度
比　較

水道事業会計

一般会計

市債残高計

年　度

その他会計

下水道事業会計

　※　類似団体市町村類型は、平成20年度から平成26年度が「Ⅱ-１」、平成27年度が「Ⅱ-２」、
　　平成28年度が「Ⅱ-３」である。

類団と
の比較

類似団体

年　度

豊岡市

（億円） 
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５．財政指標の推移

　① 経常収支比率の推移

(単位 ％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

91.1 86.9 87.0 87.4 87.9 85.7 88.8 87.6 89.6 91.3

93.0 91.8 87.9 89.6 90.2 89.6 90.9 88.7 93.8 ―

　② 実質公債費比率の推移

(単位 ％)

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

19.0 19.4 18.8 18.3 16.9 15.5 13.9 12.6 11.8 11.9
14.3 13.9 12.9 11.1 10.3 9.6 8.8 7.8 6.9 ―

　③ 財政力指数（３年平均）の推移

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

0.439 0.430 0.412 0.402 0.397 0.394 0.389 0.386 0.389 0.389
0.66 0.64 0.61 0.65 0.63 0.63 0.63 0.73 0.72 ―

年　度

豊岡市

類似団体

年　度

　※　類似団体市町村類型は、平成20年度から平成26年度が「Ⅱ-１」、平成27年度が「Ⅱ-２」、
　　平成28年度が「Ⅱ-３」である。
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 自治体の財政構造の弾力性（自由度）を示す指標で、低い 
 ほど好ましい。 

 自治体の財政規模に対する企業会計等を含めた実質的な 
 公債費の比率を示す指標で、低いほど好ましい。 

 自治体の財政基盤の強弱（自主財源の調達能力）を示す 
 指標で、高いほど好ましい。 

早期健全 
化基準 

       （％） 

      



◇ 会計別決算総括表

◇ 実質収支に関する調書

◇ 一般会計歳入歳出決算款別総括表

◇ 健全化判断比率等の状況

◇ 平成27～29年度 主要な財政指数等

◇ 市民一人当たりの決算額

◇ 用語の解説

（ 資　料　編 ）



  公営企業会計方式分

                    (単位   金額 ： 円   率 ： ％)

収入 収入 支出
予算 調定 予算

(1,615,096,000) (1,499,689,876) (1,499,689,876) (△115,406,124） (1,406,697,779) (208,398,221) (92,992,097) うち繰越明許費繰越額 223,726,761

57,114,065,000 57,307,504,104 55,918,663,132 △ 1,195,401,868 54,874,123,415 1,369,177,000 870,764,585 1,044,539,717

国民健康保険事業特別

会 計 （ 事 業 勘 定 ） 10,982,101,000 11,542,974,698 10,991,786,599 9,685,599 10,516,839,122 0 465,261,878 474,947,477

国民健康保険事業特別

会 計 （ 直 診 勘 定 ） 91,565,000 92,774,092 92,774,092 1,209,092 85,719,782 0 5,845,218 7,054,310

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

特 別 会 計 1,166,144,000 1,144,229,684 1,140,161,716 △ 25,982,284 1,114,596,832 0 51,547,168 25,564,884

(3,145,000) (3,145,000) (3,145,000) (3,144,960) (40) (40)

9,211,965,000 9,270,880,561 9,238,996,995 27,031,995 8,975,911,229 0 236,053,771 263,085,766

269,071,000 276,379,169 276,379,169 7,308,169 253,713,368 0 15,357,632 22,665,801

25,009,000 36,636,803 36,554,003 11,545,003 9,696,812 0 15,312,188 26,857,191

2,313,000 2,372,039 2,372,039 59,039 81,628 0 2,231,372 2,290,411

太 陽 光 発 電 事 業

特 別 会 計 114,275,000 118,165,505 118,165,505 3,890,505 111,916,713 0 2,358,287 6,248,792

(3,145,000) (3,145,000) (3,145,000) (3,144,960) (40) (40)

21,862,443,000 22,484,412,551 21,897,190,118 34,747,118 21,068,475,486 0 793,967,514 828,714,632

(1,618,241,000) (1,502,834,876) (1,502,834,876) (△115,406,124） (1,409,842,739) (208,398,261) (92,992,137)

78,976,508,000 79,791,916,655 77,815,853,250 △ 1,160,654,750 75,942,598,901 1,369,177,000 1,664,732,099 1,873,254,349

(　　　)は前年度繰越額内書である。

平成29年度 会計別決算総括表（公営企業会計を除く）

103.4 100.0 97.9

102.6 100.0

97.8

(100.0)

99.7

99.8

100.3

146.2

97.5

(100.0) (100.0)

100.2 97.4

(92.9) (100.0)

98.5

小 計

合 計

調 定 額 収 入 済 額
(A)

霊 苑 事 業 特 別 会 計

管理会財産区特別会計

介護保険事業特別会計

診 療 所 事 業 特 別 会 計

97.6

100.0

100.1

101.3

95.2

一 般 会 計

予 算 現 額 と
収 入 済 額
と の 比 較

(92.9) (100.0)

会 計 別 予 算 現 額

歳 入

97.9

102.7 100.0

99.6

(100.0)

94.3

歳 出

(87.1)

支 出 済 額
(B)

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

93.6

96.2

3.5

(100.0)

96.4

摘 要

96.1

95.8

歳 入 歳 出
差 引 残 額

(A)-(B)

(87.1)

38.8

(100.0)

97.4

95.6



  公営企業会計方式分

                    (単位   金額 ： 円   率 ： ％)

決算     予  算  額  と 決算
──     決  算  額  と ──
予算     の    比    較 予算

2,486,474,000 2,515,374,350 101.2 28,900,350 2,336,825,000 2,236,030,200 95.7 0 100,794,800  収支差引額 279,344,150 円

538,750,000 330,314,708 61.3 △ 208,435,292 1,786,434,000 1,409,905,233 78.9 219,750,000 156,778,767

6,082,502,000 6,037,777,264 99.3 △ 44,724,736 5,562,099,000 5,414,180,656 97.3 0 147,918,344  収支差引額 623,596,608 円

3,401,494,000 2,296,567,240 67.5 △ 1,104,926,760 5,910,020,000 4,821,656,309 81.6 384,045,000 704,318,691

178,152,000 167,191,049 93.8 △ 10,960,951 178,587,000 166,138,908 93.0 0 12,448,092  収支差引額 1,052,141 円

0 0 ― 0 0 0 ― 0 0

1,934,188,812 円 、 繰 越 利 益 剰 余 金

537,144,269円で補てんした。

農業共済事業

収 益 的 収 入
及 び 支 出

資 本 的 収 入
及 び 支 出

資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に
不 足 す る 額 2,525,089,069 円 は 、
当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額 53,755,988 円 、
当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

下 水 道 事 業

収 益 的 収 入
及 び 支 出

資本的収入
及び支出

不 足 す る 額 1,079,590,525 円 は 、
当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額 33,042,242 円
及 び 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

1,046,548,283円で補てんした。

不   用   額

水 道 事 業

収 益 的 収 入
及 び 支 出

資 本 的 収 入
及 び 支 出

資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に

会   計   別 区        分

収                                           入 支                                              出

摘                 要

予    算    額 決    算    額 予    算    額 決    算    額 翌年度繰越額



          （単位   千円）

会 計 別

一 般 会 計 国 民 健 康 国 民 健 康 後 期 高 齢 者 介 護 保 険 診 療 所 霊 苑 管 理 会 太 陽 光 合 計
区 分 保 険 事 業 保 険 事 業 小 計

（ 事 業 勘 定 ） （ 直 診 勘 定 ） 医 療 事 業 事 業 事 業 事 業 財 産 区 発 電 事 業

1 55,918,663 10,991,787 92,774 1,140,162 9,238,997 276,379 36,554 2,372 118,165 21,897,190 77,815,853

2 54,874,123 10,516,839 85,720 1,114,597 8,975,911 253,713 9,697 82 111,917 21,068,476 75,942,599

3 1,044,540 474,948 7,054 25,565 263,086 22,666 26,857 2,290 6,248 828,714 1,873,254

継 続 費
 (1) 逓 次
4 翌 年 度 繰 越 額

繰 越
へ 繰 り (2) 明 許 費 223,727 223,727

繰 越 額
越 す べ 事 故

(3) 繰 越 し
き 財 源 繰 越 額

計 223,727 223,727

5 820,813 474,948 7,054 25,565 263,086 22,666 26,857 2,290 6,248 828,714 1,649,527

6

（ 参　考 ）

912,881 337,371 7,503 26,076 230,649 15,646 17,383 2,359 782 637,769 1,550,650

△ 92,068 137,577 △ 449 △ 511 32,437 7,020 9,474 △ 69 5,466 190,945 98,877

注) 注)
506,082 175,654 117,898 12,897 306,449 812,531

60,556 60,556

注)
7,037,839 100,000 25,134 125,134 7,162,973

△ 6,563,269 213,231 △ 449 △ 511 125,201 7,020 9,474 △ 69 18,363 372,260 △ 6,191,009

注) 介護保険給付費準備基金及び太陽光発電事業基金は、財政調整基金とみなして計上している。

実 質 収 支 に 関 す る 調 書

　　　　　会　　　　　　　　　　　　計                                  特                          別

実 質 収 支 額

実 質 単 年 度 収 支

単 年 度 収 支 額

積 立 金

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 崩 し 額

条 の ２ の 規 定 に よ る
基 金 繰 入 額

前 年 度 実 質 収 支 額

実 質 収 支 額 の う ち

歳 入 総 額

歳 出 総 額

地 方 自 治 法 第 ２ ３ ３

歳 入 歳 出 差 引 額







平成２９年度決算に係る健全化判断比率の状況（速報）

　 標準財政規模 ：

　 早期健全化基準：

　 財政再生基準 ：

　＊ 実質赤字、連結実質赤字が発生していないため「―」と表示しています。

早期健全化基準 財政再生基準

20.00%

30.00%

11.89%

16.89%

平成29年度決算

実質公債費比率

財政指標 財政指標の概要

一般会計等を対象と
した実質赤字額の標
準財政規模に対する
比率

全会計を対象とした
実質赤字額又は資金
の不足額の標準財政
規模に対する比率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

将 来 負 担 比 率

25.0%

350.0%

一般会計等が負担す
る元利償還金及び準
元利償還金の標準財
政規模※ に対する比
率

地方公社や損失補償
を行っている出資法
人等に係るものも含
め、一般会計等が将
来負担すべき実質的
な負債の標準財政規
模※ に対する比率

―

―

財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財
政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的に財政の健全化を図
るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率
のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値
です。

標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの
で、標準税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。

11.9%

89.4%

35.0%

財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主
的かつ計画的に財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結
実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定め
られた数値です。

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額



平成２９年度決算に係る公営企業の資金不足比率の状況（速報）

　 経営健全化基準 ：

　＊ 資金不足が発生していないため「―」と表示しています。

財政指標

資 金 不 足 比 率

【地方公営企業法の適用を受ける公営企業】 【地方公営企業法の適用を受けない公営企業】

自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金
不足比率について定められた数値です。

会　　　計 資金不足比率 会　　　計

下 水 道 事 業 会 計

農 業 共 済 事 業
特 別 会 計

―

―

―

水 道 事 業 会 計
太 陽 光 発 電 事 業
特 別 会 計

資金不足比率

公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規
模に対する比率
（公営企業の資金不足を、公営企業の事業規
模である料金収入の規模と比較して指標化し
経営状態の悪化の度合いを示す指標）

財政指標の概要 経営健全化基準

20.0%

―



（単位:千円、％）

臨 時 財 政 対
策 債 等 除 き

28,711,442

11.8

102.6

0.391

59,928,319

22,193,290

95.5

1,615,056

3.3

89.6

93.9

平成28年度

1,316,977

371,067

945,910

84,417

29,611,957

12.6

112.5

0.385

60,459,941

20,703,883

95.0

1,391,221

2.9

87.6

90.6

平成27年度

1,088,367

226,874

861,493

89,072

繰り越すべき財源

形 式 収 支

財 政 力 指 数
（ 単 年 度 ）

地 方 債 現 在 高

実質公債費比率

財政調整基金等
現 在 高

標 準 財 政 規 模

年  度

  区  分

財
政
指
数
等

実 質 収 支

単 年 度 収 支

実質単年度収支

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

ラスパイレス指数

将 来 負 担 比 率

平成29年度

1,094,063

223,727

870,336

△ 75,574

△ 6,546,775

3.1

91.3

95.8

28,330,129

平成27～29年度　主 要 な 財 政 指 数 等
（普通会計ベース）

11.9

89.4

0.390

57,011,542

22,530,433

95.6

Ｈ29の財政指標は、現在国において集計作業中で 
あり、今後数値が修正される可能性があります。 



平成29年度決算 平成28年度決算

① ②

664,143 583,611 80,532 100.0%

総 務 費 160,442 87,816 72,626 24.2%

民 生 費 148,619 144,814 3,805 22.3%

公 債 費 103,588 79,996 23,592 15.6%

土 木 費 74,683 69,390 5,293 11.3%

教 育 費 63,343 65,101 △ 1,758 9.5%

衛 生 費 51,181 70,051 △ 18,870 7.7%

消 防 費 19,633 19,005 628 3.0%

農 林 水 産 業 費 19,358 18,428 930 2.9%

商 工 費 14,874 18,208 △ 3,334 2.2%

議 会 費 3,183 3,084 99 0.5%

諸 支 出 金 2,455 6,433 △ 3,978 0.4%

災 害 復 旧 費 1,614 3 1,611 0.2%

労 働 費 1,170 1,282 △ 112 0.2%

676,785 598,981 77,804

市 税 122,537 121,348 1,189

694,529 738,878 △ 44,349

268,606 247,790 20,816

※平成29年度決算：人口 82,624人（平成30年3月31日現在）

※平成28年度決算：人口 83,554人（平成29年3月31日現在）

◇市民一人当たりの決算額（構成比）

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

基 金 残 高
※ 普 通 会 計 ベ ー ス

（参　　考）

歳 入

市 債 残 高

市民一人当たりの決算額

① - ②

歳　出
構成比

項 目

歳 出

◇市民一人当たりの決算額（一般会計）             　　　　　　　　　   (単位：円)

※その他：議会費・労働費・災害復旧費・諸支出金 

24.2% 

22.3% 

15.6% 

11.3% 

9.5% 

7.7% 

3.0% 

2.9% 

2.2% 1.3% 

総務費 

160,442円 

民生費 

148,619円 

公債費 

103,588円 

土木費 

74,683円 

教育費 

63,343円 

衛生費 

51,181円 

消防費 

19,633円 

農林水産業費 

19,358円 

商工費 

14,874円 
その他 

8,422円 

市民一人当たり 

歳出決算額 

664,143円 



 

 

 用語の解説  

【基本的用語】 

項    目 説       明 

普通会計 各地方公共団体の財政状況の把握、団体間の財政比較等のために用いられる統計

上、観念上の会計をいう。 

地方公共団体における会計は、一般会計及び特定の場合に設置される特別会計に

よって構成されているが、個々の団体で各会計の範囲が異なっていることから、財

政比較等においてはこの会計を用いている。具体的には一般会計と特別会計（公営

企業会計などの特定の特別会計を除く。）を合算し、会計間の重複等を控除したもの。 

市債 

（地方債、起債） 

市債は、財政運営上の資金調達手段であると同時に、学校・道路・公園など、長

期間にわたり効果を生ずる施設整備に当たり、将来利用する住民の方々にもその一

部を負担していただく方法として活用する。また、その返済は年度を超えて行われ

る。 

臨時財政対策債 地方交付税財源の不足額を確保するために、国に代わり市が発行する起債。（後年

度の償還費について全額地方交付税に算入される。） 

 

 

１ 財政収支の均衡をみる指標 

項   目 算    定    式 説          明 

 形式収支 歳入決算額－歳出決算額 当該年度中に収入された現金と支出された現金

の差額を表示したもの。 

 実質収支 形式収支－翌年度へ繰り越す

べき財源 

 形式収支から事業繰越等に伴い翌年度に繰り越

すべき財源を差引いたもので、実質的な決算額。地

方公共団体の黒字（赤字）は、これにより判断され

る。 

 単年度収支 当該年度実質収支－前年度実

質収支 

 前年度の実質収支を除外した当該年度のみの実質

的な収入と支出との差額を示した指標 

区分 
前年度の実質 

収支が黒字 

前年度の実質 

収支が赤字 

単年度収支

が黒字 
新たな剰余が生じた 過去の赤字の解消 

単年度収支

が赤字 
過去の剰余金を食う 赤字額の増加 

 

 実質単年度収支 単年度収支＋財調基金積立額

＋地方債繰上償還額－財調基

金取崩額 

 単年度収支に当該年度に措置された実質的な黒字

要素（財政調整基金積立、繰上償還）及び赤字要素

（積立金取崩し）を除外した実質的な単年度収支を

検証する指標 

実質収支比率 実質収支額／標準財政規模  実質収支額の適否を判断する指標であり、標準

財政規模に対する実質収支額の割合を示すもの。

実質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合は負

の数で表される。3%～5％程度が望ましいとされて

いる。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

２ 財政構造の弾力性をみる指標 

項   目 算    定    式 説          明 

経常収支比率 経常経費充当一般財源等

／経常一般財源等総額×

100 

経常的経費：人件費、扶助

費、公債費等 

経常一般財源等：地方税、

普通交付税、地方

譲与税 等 

 人件費・扶助費・公債費等の義務的性格の経常経

費に、経常的な収入である経常一般財源がどの程度

充てられているかを示した比率で、比率が小さいほ

ど、臨時の財政需要に充当できる経常一般財源（経

常余剰財源）が大きくなり、財政構造が弾力的であ

るといえる。 

  

 

 

３ その他の財政指標等 

項   目 算    定    式 説          明 

財政力指数 地方交付税法上の規定に

より算出した 

基準財政収入額／基準財

政需要額 

（過去３ケ年平均） 

 当該団体の財政力（体力）を示す指標であり、指

数が高いほど財源に余裕があるものとされている。 

 基準財政収入額は、地方公共団体が標準的に収入

しうるとされる地方税等の額で収入見込み額の

75/100を乗じた額。 

 基準財政需要額は、地方公共団体が妥当かつ合理

的な平均的水準で行政を行った場合に要する財政

需要の額。 

 財政力指数は、1に近く 1を超えるほど財源に余

裕があるとされる。 

自主財源  地方公共団体が自らの権能に基づいて自主的に収入しうる財源。地方税、分

担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

が該当する。 

 自主財源の多寡は行政活動の自主性と安定性を確保しうるかどうかの尺度と

なるものであるため、自主財源の確保に努めなければならない。 

依存財源 国・県の意志により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収

入。地方交付税、国県支出金、地方譲与税、地方債が該当する。 

ラスパイレス指数 地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家公務員の職員構成を基準として、

職種毎に学歴別、経験年数別に平均給料月額を比較し、国家公務員の給与を 100

とした場合の地方公務員の給与水準を指数で表したもので、当該団体の給与制

度・運用の実態を示す指標というべきもの。 

 

 


